
平成30年度病床機能報告について 

平成30年12月 熊本県健康福祉部 
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資料４ 



１－１ 病床機能報告制度 
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【目的】 
それぞれの医療機関の病床が担っている病床機能

(高度急性期、急性期、回復期、慢性期)の情報を報告
し、地域(構想区域)全体として必要な病床機能がバラ
ンスよく提供されているか把握する。 

 

それぞれの医療機関は、他の医療機関との連携をし
つつ、自ら担う病床機能や今後の方向性を自主的に選
択することにより、地域のニーズに応じた効果的な医
療提供に努める。 

 

その結果、患者にとっては、状態に応じた良質な医
療サービスを受けることにつながる。 



１－２ 病床機能報告制度 
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【位置付け】 
• 医療法の規定により、一般病床又は療養病床を有

する医療機関には、都道府県に報告義務あり。 
 

【報告内容】 
• 毎年、病床機能(高度急性期、急性期、回復期及び

慢性期、休棟、その他)について、「現状」(7月1
日時点)と「今後の方向性」を、病棟単位※で１つ
選択 

  ※有床診療所は施設を病棟とみなす 

• 10月末までに、国に所定の様式により報告 
  ※電子レセプト診療請求を行う医療機関が様式２を提出する場合は 

   １月18日まで 



１－３ 病床機能報告制度 
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【様式】 
＜様式１＞ 

基本情報、病床機能、構造設備・人員配置等に関
する項目 

 

＜様式２＞ 
具体的な医療の内容に関する項目（手術の実施、が
ん・脳卒中等の治療、診療報酬の算定状況等） 

 

⇒ 様式１、様式２ともに各構想区域で今後の医療提
供体制を協議するための重要なデータである。 

   ※地域調整会議において、構想区域全体又は医療機関毎
の病床機能や診療実績を情報共有する等の場合に使用。 

   ※報告率は国保の保険者努力支援制度（保険者への財政
支援制度）の指標に用いられている。 



２－１ 平成30年度病床機能報告の改正点 
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【「今後の方向性」の定義】 
(改正前) 6年後 

 

(改正後) 2025年 
⇒「病床数の必要量」との比較が容易になる 

 

【高度急性期・急性期の選択】 
(改正前) 医療機関の自主的な選択 

 

(改正後)  
  「分娩、手術等を全く行っていない病棟」につい
ては、高度急性期・急性期の選択ができない仕組み
になった。※スライド６に具体例を記載 

特殊事情がある場合、特記事項を記載する。 



6 

 ２－２ 平成30年度病床機能報告の改正点 

【医療機能選択における留意点】 
  下表に掲げる医療を全く提供していない病棟については、高
度急性期機能及び急性期機能以外の医療機能を適切に選択する
こと。 

平成30年度病床
機能報告マニュ
アルより 



３ 県における今後の対応 
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【本県の状況】 
H29年度病床機能報告の当初報告率及び督促後の最終
報告率 
 様式１(H29.11.15時点)  86％(420/486) ⇒ 100 ％ 
 様式２(H30.1.19時点)  68％(330/486) ⇒  95 ％  

  
【今後の対応】 
 ・ 平成31年２～３月開催の県及び地域調整会議で、

H30年度病床機能報告結果（速報値）を報告する。 
 ・ 国が報告状況を公表後、県医師会と連携し、未報

告医療機関に対して督促等を行う。 
   ※督促に応じない場合は、医療法の規定に基づき、その旨を

公表することとされている。 

当初報告率 督促後の最終報告率 



４ スケジュール 
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時期 医療機関 国 県 

10月 [報告期限] 

11月 報告状況の公表 未報告医療機関に督促 

12月 
報告結果の速報 
（病床機能、病床数、
非稼働病床数） 

 
 

１月 
 
 
[報告期限※] 

 
 
報告状況の公表 

＜速報値より資料作成＞ 
 
未報告医療機関に督促 

２月 
県・地域調整会議：速報値の公表 

３月 報告結果の提供 

４月 

５月 ＜確定値より資料作成＞ 

６月～
８月 

県・地域調整会議：確定値の公表 

※電子レセプト診療請求を行う医療機関が様式２を提出する場合 


